
生活保護における不適切な行為についてのお詫び（平成29年1月20日） 

 

 

このたび、本市の生活支援課職員が、不適切な表現が記されたジャンパーを着用し業務に従事してい

たことにより、生活保護を受ける方々のお気持ちを傷つけ、市民の皆さんとの信頼関係を大きく損ね

てしまいました。担当職員らに厳重注意を行い、使用を全面的に禁止しましたが、市民のいのちや暮

らしを守るべき市職員として配慮を欠いた不適切な行為であり、許されるものではありません。この

ことにつきまして、心よりお詫び申し上げます。 

 

このジャンパーは、2007年当時窓口で職員が切りつけられる傷害事件や業務量の多さ、不正受給への

対処など厳しい職務環境の中、生活支援業務にしっかりと取り組んでいこうとの強い意志を担当職員

が共有するために、任意で作ったものと聞いています。 

このたびの件の問題は、不正受給の可能性があたかもすべての保護受給者にあるかのような認識をも

たれる不適切な表現が記されたジャンパーを製作し、生活保護受給者を含めた市民の前で着用してい

た事実、そして10年にわたってこのジャンパーが着用され続け、その行為に対する内部での見直しや

異論が出てこなかったことにあると考えており、生活保護制度を利用する権利を抑制することにつな

がるのではないかという当たり前の感覚が欠如していたと言わざるを得ません。 

そこで、このことの深い反省に立ち、生活支援の現場に携わる職員だけの問題とせず、組織全体とし

て、市民一人ひとりに寄り添う職務を遂行するための意識付けを行うとともに、生活困窮者をとりま

く諸問題の改善により一層取り組んでまいります。 

 

現在、高齢化の進展と相俟って、生活保護が必要な方々が増え続ける状況の中、その背景や温床とな

っている格差社会、分断社会、貧困化にどう対処していくのか。行政の役割として、地域に雇用の場

を確保し、経済活性化への取組を進め、支援が必要な方々をお互い様の気持ちで支え合い、経済格差

が貧困の連鎖に繋がる現状を断ち切っていく。このような取組を進めていくことが、このたびの件に

対するより本質的な対応にもなると考えています。 

 

私たちは、数年来、将来都市像「市民の力で未来を拓く希望のまち」の実現に向け、市政の筆頭命題

として「いのちを大切にする小田原」を掲げ、様々な取組を進めてきました。生活保護制度について

も、適正な運用はもとより、受給者への自立支援、保護世帯の子どもたちへの学習支援なども含め、

生活保護を受ける方々への様々な配慮や支援も進めてきています。 

それゆえに、このたびの件により、生活保護制度への不寛容、さらには生活支援が必要な方々への不

寛容さを小田原市が持っているとのイメージが全国に発信されてしまったことはまことに残念でなり

ませんが、この機会を、小田原市の進化の機会として受け止め、市民の皆さんと共に、喜びも苦労も

分かち合いながら安心して暮らせるまちを目指してまいりますので、皆様のご理解とご協力をお願い

いたします。 

 

小田原市長 加藤 憲一 
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